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１．特集：最新データでみる日本食品の輸出動向 

2022 年 12 月の農林水産省の発表によれば、2022 年 10 月時点で日本からの食品輸出

は、2021 年よりも１か月早く、２年連続で１兆円を超えました。輸出先として、中国、

米国、香港が上位で、輸出額の増加をけん引しているのは水産物であることが発表されて

います。 

本稿では、最新データに基づき、日本食品の販路開拓を行う上で、現在どの国・地域へ

の輸出が好調なのか、上位以外ではどのような国への輸出が有望なのかを報告します。 

 (１) 日本食品の輸出額上位の国・地域 

2022 年１-10 月までに日本食品が輸出された上位 10 か国・地域は、下表のとおり

です。日本食品の輸出額は、インバウンド客数・当該国の日本食レストランの数と相

関関係があり、輸出額上位の国には多くの日本食レストランがある他、当該国からの

インバウンド客数も非常に多い状況です。一般的に、海外における日本食レストラン

の需要と当該国からのインバウンド客数の増加とともに、当該国への日本食品の輸出

が増加する傾向があります。 

 

(２) 日本食品輸出に関する有望国 

日本食レストラン数やインバウンド客数に対し、比較的輸出額が少なく、今後伸び

しろのある国として、インドネシア、マレーシアおよびカナダがあげられます。それ

ぞれの国については、以下のような事情がありますが、輸出が拡大する余地があると

考えられます。 

  

 イ．インドネシア・マレーシア 

インドネシア・マレーシアについては、国民の大半がイスラム教徒であるという

特徴があります。日本からの輸出品を両国内でイスラム教徒向けの国民に向けに流

通させるためには、ハラル認証を取得することが求められることがあります。ハラ

ル認証は取得に時間・費用がかかることから、企業も取得を敬遠することがあり、

これら２国への食品輸出障壁の１つになっていると考えられます。 

しかし、両国からのイスラム教徒の訪日旅行客は、日本国内で食事をする際、宗

教上食べて良いものかを各個人が判断し、レストランで注文したり、スーパー等で

食品を買ったりと工夫しています。そのため訪日旅行客の関心が高かった食品につ

いては、ハラル認証の壁を超えれば、輸出が拡大する余地があると考えられます。 

また、両国の特徴として、華人系住民がインドネシア約 800 万人、マレーシア約

720 万人と、日本食品の輸出上位であるシンガポールよりも多いことが挙げられま

す。彼らをターゲットとした販路開拓を検討していくのも１つ考えられます。 
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